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1. はじめに 

東日本大震災では東北地方から関東地方までの広

範囲で被害が発生し，建築構造物の応急危険度判定

や被害調査に多くの人手や時間を要した．東京都心

では，躯体構造が十分安全であるにも関わらず建物

から外へ避難したため混乱が生じたり，多くの帰宅

困難者が発生した．また，高層マンションが急増す

るなかで，地震災害時にライフラインやエレベータ

が停止し，地上との行き来が困難な状況下で住民が

混乱・孤立する震災時高層難民の発生が懸念されて

いる． 

このような背景の中，事業継続や帰宅困難者対策

を目的とした構造ヘルスモニタリングが超高層建物

を中心に展開されている 1)． 

さらに，震災などの大災害に対してしなやかに環

境変化を乗り越えるレジリエントな建物を目指して，

高層住宅などにおいては，震災時高層難民対策も含

め，LCP といわれる生活継続計画に対応できる設備

と地震時の構造ヘルスモニタリングを結びつけた防

災技術が展開され，設備関連の管理システムと構造

ヘルスモニタリングシステムを連携した統合管理シ

ステムとして開発されている 2)～5)． 

本報告では，都内の物件に実装した，一連のレジ

リエンスを目指した統合管理システムの中で用いら

れている地震災害時に情報発信できる「建物モニタ

リング診断システム」（「ビルメディカルシステム」）

の内容について報告する． 

2. システムの概要 4) 

採用した建物モニタリング診断システムの概要を

図‐1に，機器の仕様を表‐1に示す． 

適用建物は高層棟と中層棟があり，MEMS 型加速度

センサ（富士電機製，以下「IT センサ」）を高層棟 5

台，中層棟に 3 台それぞれ設置している．建物利用

者などへは，エレベータホールやエントランスホー

ルに設置したモニタで情報を提供している．エレ

ベータホールのモニタには直近 3 階分を代表した建

物震度（気象庁と同じ方法により算出した建物の計

測震度相当値から求めた震度）が表示されるように

なっており，地震時に自分が現在いる位置の建物震

度が即時にわかるようになっている． 

共用部モニタには，平常時（地震時以外）は街の

インフォメーションを流すようにしており，モニタ

の有効利用が図られている．建物診断情報は IT セン

サから得られた記録を基に統合サーバを用いて分析

した診断結果をコメントしている．高層棟 EV ホール

でのモニタ表示状況，地震発生時及び揺れの収束後

の表示画面例をそれぞれ図‐2～図‐4 に示す．電子

掲示版は，高層マンション，各階エレベータホール

とエントランスホール，集会室，中層棟，エレベー

タホール（3階～7階）にそれぞれ配置している． 

本システム 1)は IT センサ，データ収録・処理部，

解析部及び表示部から構成される．計測された振動

データはネットワークを介して自動的にデータ収  
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録・処理部へ送信する仕様となっており，設定した 

計測震度を超えると，地震発生とみなして収録・処

理部はデータを解析部へ送る．解析部は健全性診断

のため，予め設計時の応答解析モデルによって予測

したモード形状を利用して，IT センサが取得する加

速度波形を基に各階の最大加速度と最大層間変形角

を求める解析を行ったうえで，表示部に対して各階

の震度等の情報を送る．表示例は図‐3に示す通りで

ある．建物計測震度として，2.5 秒ごとに求めたリア

ルタイムの建物震度とその地震中に生じている建物

最大震度を表示し，建物の震度が一目でわかるよう

になっている．さらに，解析部で求めた最大加速度

値と最大層間変形角の分布と設定している健全性閾

値に対する診断結果のコメントを表示する．また，

システムは各機器間の通信が途切れた時に通信エ

ラーメッセージを発する自己診断機能を有している．

なお，本システムは，マンション住民のためのシス

テムなので，外部に送信する仕組みは構築していな

い． 

本システムの特長は以下の通りである． 

① 平常時，非常時を通じて，地域の重要な情報を

住民の方といち早く共有するしくみを構築した． 

② 本システムを導入することで，震災で大きな揺

れに見舞われた際にも，建物健全性をいち早く

診断することが可能になる．避難するべきかど

うかの判断に必要な情報を，モニタ画面を通じ

て，住民にいち早く伝える． 

③ 避難の必要がない場合には，時間の経過に応じ

て，生活の継続に必要な情報（電気，ガス，水

道，エレベータの状況や備蓄品に関する情報）

を，モニタ画面を通じて，建物管理者から随時，

住民に向けて伝える. 

 

３．観測結果例 

 本システムを導入以降，関東地方ではいくつかの

図‐2 エレベータホールの表示部 

図‐3 地震発生時（揺れの最中）の画面イメージ 

表‐1 ハード仕様一覧 

名称 項目 仕様

検出方向 3成分（x、y、z）

測定範囲 ±2000gal
サンプリング周波数 200Hz
センサー間時刻同期 1msec以下
メモリ フラッシュメモリ
計算機能 計測震度
時刻サーバ センサー時刻マスタ

表示部 市販モニタ ビデオ端子接続

簡易型地震計

データ収集部

図‐1 災害対応型建物管理システムと統合された建物モニタリング診断システム概要 

中層棟５F センサは H29.7 追加設置 

地震時 

図‐4電子掲示板（モニター画面）における表示画面例 

【収束後/被災生活期】：時間の経過に応じて，情報を提供 

地震時 平常時 
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地震が発生しており，本システムでは震度 2 以上の

データを蓄積している．また，本システムは常時微

動観測が可能であることから，導入設置時には常時

微動観測を実施した．以下は高層棟を例として観測

結果を紹介する． 

3-1 導入時常時微動観測結果 

本システムで導入時に設定したモード形状の確認，

竣工時の建物固有振動数の確認を目的として，IT セ

ンサによる常時微動計測を実施した．本設で設置し

たセンサを用いるため，計測階は図‐1に示した通り

で，4 次モード（高層棟は 5 台設置しているので 4

次モードまで解析対象にできる．）までを対象とした． 

図‐5に X,Y 両方向での，解析時のモード形状と観

測結果を比較して示す．図‐5より，X,Y 方向ともに

解析値と実測値は良く対応しており，各階の波形を

補間して求めるのに用いるモード形状が妥当である

ことが確認できた． 

図‐6 には 55F と１F の伝達関数の振幅比と位相

差を示す．X方向は 5次モードまで，明瞭な振幅比の

ピークと位相のシフトを示す．一方，Y方向は各固有

振動からわずかずれた振動数に多少のねじれの影響

がみられるが，各並進時の 5 次モードまで明瞭な振

幅比のピークと位相のシフトを示す．伝達関数から

推定される固有振動数は設計値よりわずかに大きく， 

RC 構造物の常時微動観測の結果として一般に報告さ

れている傾向と同じであった．ここで得られた振動

数を竣工時の振動特性値とし，今後の地震観測等に

よって得られる振動特性値との比較の基準値として

用いる予定である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2 地震観測結果 

これまでに得られた地震記録の 1 例として，小地

震であるが，2016 年 2 月 5 日茨城県南部地震の例を

示す．表示例であるが，エレベータホールでは見え

る化とわかり易さに重点をおいた図‐3 のような表

示に対し，管理室に表示される画面にはすべての階

の情報が表示され，住民へのサービスに有効に活用

できるようになっている．管理室では健全性判定も

含め建物状況の詳細が一見してわかるような画面設

定がされている．地震時の管理室用の表示画面例を

図‐7に示す．また，通常時における建物健全性の自

動判定に直接は用いないが，観測記録を分析した例

として55F/1Fの伝達関数を導入時の常時微動観測の

結果（竣工時の値）と重ねて図‐8に示す．震源が近

い地震の影響もあり，X方向の 1次固有振動数付近の

振幅比は常時微動時のように大きくなっていないが，

固有振動数は竣工時と変わらず，構造躯体の剛性は

変化していなことがわかった．このように，設計時

の解析値とよく整合したモード形状が得られている

ことや，伝達関数の振幅比や位相差が安定して得ら

れていることから，振動測定の精度は高いと考えら

れる．地震時には，これらの記録に基づいて，建物

の健全性を評価した結果を住民らに通知することが

できることから，安全・安心のための情報提供シス

テムとして有効に活用されていくことが期待できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．長周期地震動に関する検討 

高層棟は超高層建物であることから，長周期地震動

に関する課題を抱えており，対応を検討する必要が

ある．ここでは，現状考えられる課題をまとめた． 

図‐5 モード形状比較 

図‐6 伝達関数(55F/1F) 

図‐7 管理室の表示画面イメージ 

マンション 

図‐8 伝達関数(55F/1F)の比較 
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東日本大震災では，震源から遠く離れた地点に於い

て，長周期地震動によって被害を受けた例が報告さ

れている．この例のように，震度は小さくても，長

周期地震動により建物が大きく応答する可能性があ

ることは否定できず，震度とは別に長周期地震動の

レベルに関する情報のニーズが増している． 

気象庁では，長周期地震動に関しては震度とは別に，

長周期地震動階級として階級1～階級4までの4レベ

ルを設定している 6)．また，構造ヘルスモニタリング

においても長周期地震動の有無を表示させる工夫が

なされたシステムが開発されている 7)． 

本システムにおいても，今後の南海・東南海・東海

の南海トラフや相模トラフを想定した広域な断層が

活動する地震に対応するため，現状の気象庁震度に

よる建物震度にプラスして長周期地震動に対応する

情報の提供を行うなど，システムの機能向上の検討

が必要になってくると考えられる．気象庁の提案す

る長周期地震動階級を表示するのも 1案であるが，  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震度(10 階級)と長周期地震動階級(4 階級)の２つの

指標が，レベルが相違する基準で表示されることは，

混乱を招く可能性もあることから，ここでは，現状

のリアルタイムな計測震度情報提供にプラスする形

を検討した．1例として，清野らが提案する組合せ震

度 8)により，高層階部分の状況を確認した．入力地震

動は東日本大震災で記録された K-NET 新宿(TKY007)

の波形を用い，超高層建物の応答解析を行い，高層

階の応答値を組み合わせ震度で求めた．計算手順は

図‐9に示すとおりで，通常の計測震度（短周期震度）

の他に，速度波形を対象とした中周期震度，変位波

形を対象とした長周期震度を求めた． 

短・中・長周期の各震度の変化を 2.5 秒毎に求め，

その遷移を確認した結果を図‐10 に示す．東日本大

震災のように，長周期成分の強い後揺れが続く地震

では，短周期震度が小さくなっても，ここで定義す

る長周期震度は小さくなっていない．このように高

層階では，ある程度長い周期で大きく揺れることが

想定され，この状況において住民に混乱のないよう

に情報を提供し，安心・安全を与えるシステムとし

てさらに有効に活用できるようにしたいと考えてい

る．実際にどのような情報をどのような内容で伝達

していくかは今後の課題とするが，具体的事例（将

来起こりうる地震動による表示のシミュレーション

など）を通して，住民の希望を取り込むようなシス

テムとすることも重要と考えられる． 

 

５．まとめ 

 東海・東南海・南海の 3 連動の南海トラフ地震，

相模トラフや首都直下地震など巨大地震への減災や

企業活動・生活のすみやかな復旧を想定すると，本

システムを利用し，すみやかに建物の健全性診断を

行い情報配信することが，LCP に有効と考えている．

技術的な課題とともに，情報の表現方法など運用面

での条件整備を進めていくことが今後の展開には重

要である． 

現在も， 

① システムの運用主体の明確化 

② システムの活用方法と体制 

③ 建物の総合的なモニタリングシステムの建物

の保全業務への応用 

等の課題について運用面とモニタリング技術の応

用面から検討を実施している． 

特に③の建物の保全業務への応用については，本

システムの有効活用には不可欠な課題と考えており，

地震時の健全性評価に加え，毎日の定時のデータを

取得し，これを時間経過に伴う劣化診断や異常検出

に適用できないか等，得られたデータを基にした評

価手法の技術的検討を行っている．地震時の健全性

評価から建物保全まで，住民の方には本システムの

効果を理解頂くようにつとめて行く必要がある． 

本システムは様々な情報配信技術やロボット技術

等との組合せが可能で，ユーザーのニーズを吸い上

げて改良していく所存である．ネットワーク化やク

ラウドシステムの利用をさらに進めることにより，

図‐9 組合せ震度決定の手順 8) 

 

図‐10 組合せ震度の時間変化状況(高層階の応答結果例) 
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IOT を利用した多機能なシステムへと展開が可能と

なり，今後の普及は急速になると考えている． 
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